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１．人口減少・世帯数減少による不動産の未

利用・低利用問題 

 
日本では、2006 年度を境に人口減少局面に

入り、未利用不動産が増加しつつある。図表

１は空家、空き店舗、耕作放棄地の推移を見

たものである。概ね三指標とも右肩上がりで

上昇を続けている。 
 
図表１ 空家率、空き店舗率、耕作放棄地率の 

推移 
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出所）住宅・土地基本統計各年度版、中小企業

庁商店街実態調査各年度版、農林業セン

サス各年度版より作成 
 

図表２は、未・低利用不動産について近隣

住民の意識をみたものである。不動産の未・

低利用は、治安や景観の問題として特に意識

されていることがわかる。 
 

図表２ 空家・空き地が増えて困ること 
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出所）国土交通省「「土地の保有・管理に対する意

識」に関するアンケート」2005 年 2 月 
 

未利用不動産の増加について、人口減少自

治体に問題の発生状況を確認したものが図表

３である。人口減少自治体の 50％超で、未利

用不動産の増加が認知されており、40％超で

何らかの対策が必要であると回答している。 
既存の未利用不動産に手をつけず、新たに

農地などを開発すると、人口減少局面にもか

かわらず新たに社会資本整備を行う必要が生

じる。日本では、農業基盤整備のために、す

でに通常の道路と遜色ない農道が整備されて

おり、道路整備が土地開発の制約条件にはな

らない。また、一度、農地を開発すると、電

気・ガス・水道などの公益サービスを供給し

なければならず、それらの社会資本整備のた

めの空間を農道が提供するからである 10)。ま

た、郊外型商業施設の開発に伴って周辺道路

が整備される一方で、衰退した中心市街地を

再活性化させるためにコミュニティ道路を整

備するといった例も、日本のあちこちで見る

ことができる。 

 
人口減少下における土地関連行政費用削減のための固定資産税改革の提案 
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図表３ 人口減少自治体における空家・空き地に
関する問題 
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出所）野村総合研究所「人口減少が社会資本に与え

る影響調査」2008 年 9 月 
 

このように、未利用不動産問題と社会資本

整備問題は連動している。人口減少社会にお

いて、将来的な社会資本整備費の国民負担を

下げるには、土地開発と社会資本整備を同時

に議論していくことが必要と考えられる。本

稿は、固定資産税を媒介として、この問題に

ついて議論するものである。 
 
 
２．問題構造仮説と固定資産税への着目理由 

 
人口減少社会において、未利用不動産の増

加や社会資本の重複整備による費用の増大を

抑える方法はいくつか考えられる。例えば、

土地開発計画に既存社会資本を考慮する方法

が挙げられるが、この方法はすでにフロリダ

州やオレゴン州で導入されている 13), 14), 15)。

日本でこの方法を導入するには、土地利用計

画制度を改正するか、自治体が都市計画上で

線引きやゾーニングをする際に社会資本量を

考慮すればよい。ただし、新規の土地開発が

盛んであったり、未利用不動産が十分に流動

していたりする場合は、社会資本量にあわせ

た開発誘導を行う手法も有効であろう。しか

し、開発需要の低下が予想される人口減少社

会では、未利用不動産が流動せず実効性が上

がらない可能性もある。 
この点について、未利用不動産の流動化を

促進する政策の導入という方法も考えられる。

ただし、土地利用需要が低い人口減少地域で

土地流動化施策を導入しても、未利用不動産

が流動化する可能性は低い。さらに供給側の

問題もある。未利用不動産の所有者は、明確

な利用計画を必ずしも持っていない 4), 5)。こ

の背景として、人口増加社会では土地を利用

しなくても、将来の地価値上がりに期待して

いれば、土地売却によって固定資産税支払を

上回る収益が期待できたことが挙げられる。

つまり、未利用不動産の保有コストが小さか

ったのである。 
未利用不動産の「保有コストの小ささ」を

解消する方法として、未利用の不動産に対す

る固定資産税の引き上げが考えられる。これ

は、不動産保有者が未利用不動産を保持せず

積極的に自ら利用するか、未利用不動産を手

放すなど、保有から利用へと促すものと考え

られる。 
未利用不動産に対する固定資産税の引き上

げは、税収増につながる可能性もある。この

税収増分を原資に、企業倒産等により建屋な

どが放置されている場合に、行政が強制買収

し土地を更地にした上で、コンパクトシティ

化のための換地の土地として利用したり、希

望者に売却して土地流動化を行政自ら促進し

たりすることが可能になる。税増収分を背景

にした行政による不動産市場への積極的な介

入も、未利用不動産問題の解決には有効であ

ろう。以上の議論をまとめたものが図表４で

ある。図表４に示した記号（ナイフの図）は、

何も対策をとらなかった場合に生じるであろ

う負の連鎖を、本稿で紹介した 4 つの政策に

よって断ち切ることを意味している。 
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図表４ 未利用不動産と社会資本への影響および対策案の関係仮説 
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人口減少社会において、未利用不動産問題

は、個々の不動産の小さな影響が積み重なっ

て発生すると考えられ、個別所有者全体を対

象に政策を考えないと実効性が確保できない。

この課題に対応するためには、固定資産税と

いうほぼすべての不動産を対象とした政策手

段を講じることが有効である。さらに、固定

資産税は、未・低利用不動産が原因で発生す

る様々な問題へ対処しなければならない基礎

自治体の主要な財源でもあるため、すべての

自治体の政策手段として活用できる。 
 
 
３．未利用不動産問題対策としての固定資産

税改革案 

 
固定資産税改革の基本的な考え方は、課税

方法を従来の資産価値課税から、不動産に関

連する行政コストや利用状況に基づいた課税

に変えることである。さらに、土地に関する

受益者負担課税である都市計画税、水利地益

税、共同施設税、宅地開発税などを、不動産

課税として一本化することも可能になる。 
図表５は、都市計画税がある場合の従来の

固定資産税額の計算式と、改革後の固定資産

税額の計算式を対比したものである。議論を

簡潔にするために、現状用意されている固定

資産税の減免措置や水利地益税などの他の関

連税制については捨象している。数式中の利

用状況係数(a)は不動産の利用状況を示し、土

地属性係数 (c)は氾濫原や急傾斜地などの土

地属性を表す。個々の係数の設定は、不動産

保有者の税率への感度や、整備されている社

会資本の整備費用を考慮して決定すればよい。

また、税率は、不動産の利用状況と土地属性

を考慮して必要な財源を確保したり、現行制

度と比較して税収中立（図表５の破線部を等

しくするように税率を設定する）を実現する

ように計算して決めれば、多くの場合に不動

産課税（固定資産税）の標準税率が上がるこ

とが予想される。ただし、現行の固定資産税

標準税率は 1.4%であるものの上限税率規制

が 2006 年の法改正により撤廃されているた

め、税率引き上げに支障はない。 
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図表５ 固定資産税改革案：税率の新旧対比 
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土地属性と社会資本を関連付けて議論して

いるのは、河川の堤防や急傾斜地の土砂災害

の防止施設のような安全に資する社会資本で

あっても、その受益者は、被災の危険性があ

る一部地域の住民に限られるからである。こ

の時、社会資本が整備されていない地域で、

不動産課税率が下がるため土地開発が行われ

やすくなる可能性がある。この点について、

行政や公益事業者が社会資本の義務的な供給

責任を負っていることを考えると、土地利用

計画で強力な用途制限をかけることでスプロ

ールを防ぐ必要がある。 
 
 
４．固定資産税改革案の長所 

 
今回提案している固定資産税改革の長所と

して、「未利用不動産の流動化促進」、「将来的

な行政コストの削減」、「未利用不動産対策の

財源確保」、「故郷納税への間接的な貢献」が

想定される。 
 
１）未利用不動産の流動化促進 

固定資産税改革によって未利用不動産の保

有コストが増大し、供給側の未利用不動産放

出誘引は高まると考えられる。また、保有コ

スト増大によって土地売却希望価格が下がれ

ば、次の取得者の資金負担を減らしたり、低

コストで自治体が都市計画や土地利用の再

編・集約化を実現できる。つまり、地価の低

下が土地需要を誘発し、結果的に未利用不動

産の流動化が促進される。 
 
２）将来的な行政コストの削減 

固定資産税率や土地属性係数を決定する仮

定を通じて、土地の保有コストに社会資本整

備のための行政コストが反映される。このこ

とによって、開発が抑制されたり、居住者・

利用者が別の場所に移転する可能性がこれま

でより高まるだろう。農地のように相対的に

人的被害の小さい土地利用に用途転換を誘導

したり、防災対策のための自治体による収用

が行いやすくなる可能性もある。このプロセ

スを通じて、将来的な社会資本整備費用の削

減が期待される。 
 
３）未利用不動産対策の財源確保 

固定資産税の平均実効税率を引き上げるこ

とで、未利用建物の撤去のための資力が不足

している所有者の未利用不動産や、自治体の

保有する供用廃止された社会資本の除却費用

を確保できる。人口減少社会は税収も減少す
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るため、未利用不動産の固定資産税率引き上

げは、保有コストの上昇による土地の流動化

と税増収分による対策促進という二重の配当

が期待できる。 
 
４）故郷納税への間接的な貢献 

図表６は島根県旧匹見町の固定資産税納税

者の分布について見たものである。相続等を

通じて、旧匹見町の土地の所有者は本州及び

四国・九州の一部にまで広く分布しており、

未利用不動産の所有者は、必ずしもその地域

に居住していない。さらに今後、団塊世代か

らその子世代に不動産が相続されることで、

地方の不動産所有権の多くは、都市に移るこ

とになる。相続不動産の未利用率は決して無

視できなくなる 4)。 
最近、ふるさと納税が話題になったが、人

口減少社会では未利用不動産の課税強化が、

実質的にふるさと納税として機能する。 
 
図表６ 島根県中山間地域の旧匹見町における

固定資産税納税義務者の全国分布 

 
出所）総務省ホームページ (2008 年 9 月 30 日取得) 

http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/2001/kas
o/pdf/kasokon18_02_1.pdf  

 
 
５．導入に向けての課題 

 
固定資産税改革の課題は、「不動産の未利用

の定義」、「租税原則との整合」、「財産権との

整合」、「未利用不動産の出口対策」、「将来の

均衡状態を想定した税率決定」、「課税・徴税

コスト増大への対策」などが考えられる。 
 
１）不動産の未利用の定義 

固定資産税改革の対象である「不動産の未

利用」は、例えば、郊外の閉鎖された店舗や

ガソリンスタンド、市街地の空家などが想定

されている。これらの未利用不動産のうちで

不動産取引の待機状態にあるものまで課税強

化の対象にするのは、不動産取引市場を歪め

ることになる。従って、住宅の場合は住民票

の転出後、空き店舗の場合は店舗の閉鎖後、

一年程度の猶予期間は必要であろう。 
次に、未利用地でも一般開放しているよう

な公開緑地などが想定される。また、道路拡

幅等の公共目的のために不動産利用を停止し

ている場合も考えられる。このような場合ま

で「未利用」に含めると、不動産保有者によ

る行政への協力誘引が失われるであろう。さ

らに中心市街地の住居兼用店舗について、店

舗としては未利用でも住居として利用されて

いる場合、不動産全体を未利用とするのは現

実的ではない。 
今回提案している未利用不動産への課税強

化は、あくまでも不動産利用形態が「公共の

福祉（地域の事情）」に合致していない場合を

想定しており、利用促進が目的である。従っ

て、実質的には未利用であるにもかかわらず、

外形的に利用を取り繕うような状況に対して

は、積極的に課税強化を行い、一時的な未利

用や一部的な未利用は課税強化の対象外にす

るべきである。この判断について、多分に行

政裁量に委ねられるところであり、基準づく

りは制度を導入する上で大きな論点になるで

あろう。 
 
２）租税原則との整合 

租税の一般原則である公平性や中立性に加
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えて、地方税では安定性（税収が安定してい

ること）、伸張性（地方政府の財政需要の増加

にあわせて税収増を確保できること）、応益性

（地方政府の公共サービスから受ける便益に

応じて費用負担がされる）、負担分任性（各地

域の地方公共サービスは地域住民が広く皆で

負担すべき）、税源普遍性（地方税の財源がす

べての地域に普遍的に存在するもの）、自主性

（租税に関して地方自治体が自主的に決定で

きること）が指摘されている 11)。これらの租

税原則議論では、主に住民のみを想定した議

論がされている。しかし、すでに見たように、

人口減少時代では不在地主が増加し、固定資

産税の納税者が自治体外に住む事例が増加す

る。これは、住民のみを想定して固定資産税

改革の議論を行うことが適切でないことを意

味している。 
本稿が提案する固定資産税改革案は、各原

則を概ね満たすと考えられる。例えば、中立

性の原則については、税率を調整することで

適用可能である。公平性の原則に関して、不

動産に関する行政コストを適切に負担すると

いう観点から、納税者間の受益と負担の公平

性は担保される。 
あわせて都市計画税等の固定資産関連課税

や固定資産税の各種減免措置を整理すること

で、簡素の原則も満たされる。 
税としての観点からは、今回改革を提案し

ている固定資産税は地方自治体にとっての基

幹税であり、基幹税は政策税制として利用す

ることは望ましくないとされている 1)。しか

し実態は、企業誘致における税の減免や課税

標準の特例措置など、すでに固定資産税を政

策税制として活用している例は多い 2)。 
租税原則の観点から、今回提案している固

定資産税改革案は、大きな問題を内在しない

ものと考えられる。 
 

３）財産権との整合 

日本では憲法 29 条によって不動産所有者

による不動産の自由使用が認められている

（財産権）。また、公共の福祉の制約を受ける

ことと理解されている。 
2006 年以降の日本は、人口減少によって社

会環境が大きく変化している。従来、認めら

れていた不動産開発の自由、閉鎖後の放置の

自由も、今後は周囲への迷惑を削減し、ひい

ては住民の税負担を増大させないという公共

の福祉によって、今まで以上に明示的に制約

されるべきであろう。この公共の福祉による

財産権制約の手段として、固定資産税の税率

調整を行うことが行政裁量として認められる

限り、今回提案している固定資産税改革案は、

憲法の認める財産権を侵害しないと考えられ

る。 
 
４）未利用不動産の出口対策 

課税強化により不動産供給が増加する可能

性については指摘したが、今後、未利用不動

産の増加が見込まれる中山間地域では、新た

な土地利用需要を生み出すことは極めて困難

である。そのため、個々の未利用不動産の所

有者のみでは開拓できない土地利用の受け皿

を整備する必要がある。例えば、政府や自治

体が、耕作放棄地や住居跡に植林等の事業を

行う必要も出てこよう。 
この点に関して、三次市や雲南市で導入さ

れている森林経営信託 6), 12)や、制度化されて

いる農地信託 7), 8), 9)、筆者らが提案した街区

信託 3)などが、個々の未利用不動産所有者で

は解決できない問題に貢献するであろう。さ

らに、細分化された土地や、不整形な土地の

再利用はなかなか進まないことも予想される。

このため、土地の再編・集約を行う役割が自

治体や政府に求められる。既存の土地開発公

社などを利用しつつ、土地再編を行う機関を

新たに用意する必要がある。 
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５）将来の均衡状態を想定した税率決定 

未利用不動産を考慮した税率設定をする場

合、未利用状態の解消によって固定資産税全

体の実効税率が下がる可能性がある。もちろ

ん、利用によって地価が回復すれば路線価の

上昇を通じて課税標準が増加するため、税収

の減少幅は小さくなるだろうが、実際には、

導入当初より税収入が減少する可能性が高い。

従って、今回提案している固定資産税改革を

実現する際には、改革前の税率設定時点での

税収中立にはこだわらない方がよい。それよ

りも、地域にとって望ましい土地利用の状況

を仮定して、将来の均衡状態での税収中立を

図るべきである。 
 
６）課税・徴税コスト増大への対策 

未利用不動産の所有者の多くは、自治体外

の住民や、経営難もしくは倒産した企業にな

るであろう。これは、固定資産税の徴税コス

トの増大を意味している。特に、個人への課

税強化に関して徴税コストを削減していくた

めには、自治体の境を越えて課税でき、かつ

徴税も一元化することが必要と考えられる。

端的に言えば、国民総背番号制を導入するこ

とが必要である。現時点で、住基カードは導

入され、社会保障カードも導入検討されてお

り、徐々に国民総背番号制の実現に向けた環

境整備はされつつある。 
この自治体の壁を越えた課税を実現するに

は、住民税だけでなく不動産課税の徴税も居

住地の自治体が行うことが望ましい。図表７

のように、未利用不動産が所在し、かつ居住

地でない自治体は、固定資産税の納税の有無

に拘らず納税者の居住地自治体から税収を受

け取り、未納の場合は居住地の自治体が責任

をもって徴税を行う。このことによって、徴

税作業は主に都市域の自治体に移行すること

になり、人口減少地域の自治体の行政コスト

の削減に貢献するであろう。 
 

 
図表７ 地方税の居住地における一体課税のイメージ 

① 自治体Aから固定資産税
額を住民票のある自治体Bに
通知

② 固定資産税相当額を自治
体Bから自治体Aに移転

① 自治体Aから固定資産税
額を住民票のある自治体Bに
通知

② 固定資産税相当額を自治
体Bから自治体Aに移転

③ 自治体Bは自治体Aから
請求された固定資産税に自
治体Bの課税額をあわせて
納税者に通知

④ 納税者は自治体Bに納税

③ 自治体Bは自治体Aから
請求された固定資産税に自
治体Bの課税額をあわせて
納税者に通知

④ 納税者は自治体Bに納税

自治体A：地方自治体A：地方 自治体B：都市自治体B：都市 納税者納税者  
 
６．自治体の反応 

 
本稿の提案する固定資産税改革案（政策案

A）に対する自治体の反応を図表８に示した。

回答結果を見ると、未利用不動産問題につい

ての固定資産税率を引き上げることによって

解決を図ることは、4 割強の自治体しか支持

していない。この背景として、政策案 A は人

口減少自治体において、滞納率の上昇や住民

からの反発を受けやすいことなどが反映して

いると考えられる。 

また、図表７で提案した不動産課税の徴税

事務の移行について選択肢としたものが、政

策案 C である。政策案 C に対しては、全体の

約 8 割強の自治体が、「現状への対策として

は有効である」と回答しているものの、有効

と回答した自治体の大部分が「実施に困難が

伴う」と回答している。 
これらの回答に関して、都市・地方や人口

減少比率の大きさ、図表３で紹介した未利用

不動産が自治体に与えている影響による差は

確認できなかった。図表８の回答結果は、自
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治体の回答者の行政職員としての感覚が反映

されていると見ることができよう。今後、今

回提案しているような一連の固定資産税改革

を実現していく上で、自治体職員の理解を得

るための対策を考える必要がある。 
 
図表８ 未利用不動産問題を解決するための 

政策案に対する人口減少自治体の反応 

30%

8%

5%

35%

53%

64%

58%

12%

25%

4%
3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政策案A

(N=311)

政策案B

(N=321)

政策案C

(N=291)

有効                

他の２つの政策とあわせて実施すれば有効  

有効とは思うが実施するのは難しい        

有効でない          

 
注１）政策案 A：非居住または未利用不動産に

対して、固定資産税等の税率を上げる。 
注２）政策案 B：不動産の売り手と買い手をマ

ッチングするなど、自治体が不動産の流

動化を支援する。 
注３）政策案 C：納税者番号制度を導入し、固

定資産税や住民税を一括して課税・徴収

できるようにする。期末に未徴収分があ

る場合、資産所有者の存する自治体が、

資産の存する自治体に先払いし、前者が

回収義務を負う。 
出所）野村総合研究所(2008)「人口減少が社会

資本に与える影響調査」2008 年 9 月 
 
 
７．まとめ 

 
本稿では人口減少社会における未利用不動

産の増加問題への対策として、固定資産税を

用いる方法について議論してきた。本稿で提

案したように、固定資産税率の決定の際に、

土地の属性や利用状況を考慮することで、未

利用不動産の増加と派生する諸問題を改善す

る可能性があると考えられる。一方で、税率

引き上げによって、相続不動産を仲立ちとし

た都市住民と地方の結びつきの消滅を促進す

る可能性もある。また、未利用不動産の利用

方策について具体的に考えることは緊急の課

題である。 
本稿で提案した固定資産税改革案を実現し

ていくためには、多岐にわたる社会制度を改

革していく必要がある。しかし、必ずしもす

べてを同時に実行する必要はない。最も重要

なことは、固定資産税を不動産資産価値への

課税から、不動産の利用状況と関連した社会

資本整備費用に応じた課税に切り替えること

である。 
今回は定性的な議論にとどまったが、今後、

固定資産税を上昇させた場合にどの程度地価

が下落するか、また、経済への影響はどの程

度予想されるかについて検討していく必要が

ある。そして、不動産の保有者の反応につい

ての確認も要する。さらに、自治体職員の理

解を促進するような取り組みも必要であろう。

これらについて、今後、引き続き検討してい

く予定である。 
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